






















































































































































































































































































































































事業者名 1913年(供給力） 1923年(供給力） 1931年(供給力）
東京電灯 44,400 268,000 999,328
鬼怒川水力電気 31,200 60,850 50,332
桂川電力 12,000
日本電灯 11,000
東京市電気局 10,000 579,602 88,500
京浜電気鉄道 1,200
玉川電気鉄道 1,700 3,000 6,300
王子電気軌道 750 5,000 12,120
京王電気軌道 52 1,300 15,045
京成電気軌道 215
江戸川電気 不明
大島拓殖電気 15 72
氷川電気 10 14
秋川水力電気 250 1,025
帝国電灯青梅支社 2,190
田園都市 50
目黒蒲田電鉄 2,650
成木川水力電気 65
神津島電気 15
八丈電気 84
三宅島電気 50
新島電灯 30
多摩川水力電気 6,390
へ軌跡」
り作成。
(東京電力株式会社、 2002年）表2-11,表3-18,表4-54によ
われており、東京市電（都電）もそのひとつであったことから、電力事業の再編統合を経て、
現在東京都が東京電力の大株主になっているのである。
明治から戦前期にかけて、鉄道事業者が地域社会に電力を供給していた。発電方法は花巻電
鉄（岩手県：現JR釜石線）や箱根登山鉄道（神奈川県）のように水力発電によるものもあれ
ば都市部では、火力発電が多かった。
日本おける電力販売の企業化は、明治16年（1883）に創立、同19年に開業した東京電燈会社
(資本金20万円）に始まる。以降、各地で電力販売が行われている。上掲の表は、時代は下が
るが大正元年（1913）から昭和6年(1931)にかけて、東京府の企業や家庭に電力を販売した
企業をまとめたものである。後の東京電力の前身である東京電灯が群を抜いて発電量が多く、
他の企業との合併を経て巨大化している。大正元年段階では東京電灯の4万4400KWを最高に
鬼怒川水力電気、桂川電力、日本電灯、東京市電気局が1万KW以上の発電を行っている。
ただし、規模は小さいが残る発電業者は京浜電気鉄道、玉川電気鉄道、京王電気軌道、京成電
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気軌道の鉄道会社であった点に注目したい。この期間を通じて発電・売電を行った鉄道会社は
他に目黒蒲田電鉄が確認出来る。鉄道会社の電力販売が多いが、人口規模が大きい都市東京な
らではの特徴である。鉄道会社の売電事業はややもすると事業主体である鉄道経営を上回る状
況であり、王子電気鉄道では当初電灯・電力料収入が電車収入よりはるかに大きく、京成電気
鉄道では大正元年まで電灯料収入が電車収入を上回っていた23)。
鉄道会社の売電によって沿線地域が電力の供給を受け、その売買事業が地域の近代化に大き
な役割を果たしていた。
（2）東京府武蔵野地域における電力供給と地域社会
もう一つの問題関心は、かつて東京都の国分寺市を中心とした武蔵野地域の近世・近代史料
の調査に従事していた時の体験である。この地域における鉄道の整備については、江戸時代以
来宿駅の多い甲州街道沿いへの敷設が、住民の反対によって頓挫し、明治22年（1889）新宿か
ら八王子間が開通した甲武鉄道（現JR中央線）に始まる。これによって甲州街道沿いの村々
は鉄道の恩恵を得ることが出来ず。危機感を募らせていた。
そうした状況下、明治43年（1910）京王電気軌道（以下、京王）が設立され、沿線住民への
電燈供給も計画された。当時、世田谷以西に電気はなく、ランプ生活が続いていた24)o大正2
年（1910）府中火力発電所が竣工、鉄道事業に先駆け電力供給を開始している。当初の灯数は
1387であった。また、京王では府中一国分寺線などいくつかの支線計画もすすめている25)。大
正9年には灯数は2万231にまで増加した。当該地域への電力供給は、大正12年までの間に立
川村や狛江村など大きく広がっていく。
京王にとって電気供給事業は会社の経営を支える重要な事業であった。事業別損益では、昭
和9年（1934）まで、鉄道事業の約2倍の水準であった。こうした状況は鉄道業本来の姿から
は決して好ましいと言えず、当時から副業で利益を出す姿勢に疑問もだされていた。
京王麺気戟道路線画“町
B品題1
??
??
W偶
1
口
図2当初の路線計画図（｢京王電鉄三十年史』京王帝都電鉄株式会社、1978年）
23）『関東の電気事業と東京電力電気事業の創始から東京電力50年への軌跡」（東京電力株式会社、
2002年)。
24）『京王帝都電鉄三十年史』（京王帝都電鉄株式会社、1978年)。以下、京王電鉄に関する記述は同書
および『京王電気軌道株式会社三十年史』（京王電気軌道株式会社､1940年)、『京王電鉄五十年史』
（京王電鉄株式会社、2001年）による。
25）当初の路線計画図を図2に示した。
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京王が電力を供給する電灯数は、他の発電・売電を兼営する会社の中でも最も高い増加率で
あった。それを可能にしたのは沿線地域が元来人家の少ない農村地域であり、東京の発展にし
たがって京王沿線への移住者が多くなり、電力需用者が増え続けたためである。京王でも未点
灯地域への配電線路の延長、電灯料の値下げなどを行って、電灯・電力需要の拡大に努めてい
る。大正3年には効率の悪かった府中発電所を廃止しているが、東京電灯・玉川電気鉄道から
の受電によって売電事業を継続している。その結果、大正13年(1924)から昭和6年(1931)
の電灯・電力の収入支出は30～50％で推移している郡)。また、京王の電力供給事業は昭和15年
(1940）には灯数46万5677、料金収入は233万円で、電車事業の132万円を大きく上回っていた。
後に受電業者に日本電力が加わっているが、京王の電力事業をささえた背景のもう一つの理由
として、行政学会印刷所（現ぎようせい）や東京商科大学（現一橋大学）などの大口電力供給
先があったことも大きい")。もちろん順調な事業展開であったわけではなく、電灯線路敷設に
あたって沿線住民等の反対にもあっている湖)。
この間、現国分寺市域への電力供給は大正4年に始まっている。軌を一にして国分寺村をは
じめ地域の旧村役人層、近世後期から近代にかけて経済力を増してきた地主層の文書に電燈会
社関係の史料が散見されるようになる。まず電柱設置について見てみる。当時、電柱の多くは
現地の住民たちの所有地にあり、その使用料などに関する取り決めなどの文書が多く作成され
ている。たとえば大正12年12月30日、国分寺村の有力な地主であった小柳忠七は、京王電気軌
道株式会社に対して電柱2本（支柱）建設の承諾書を出し、翌31日に1円24銭の「敷地料」を
受け取っている四)o
国分寺村では旧名主家や小柳家等が中心になり電柱などの敷地を提供している住民の取りま
とめを行っている。対象は京王のほか東京電灯＄桂川電力などである。電車・電力会社は多く
の住民の協力を得るために、前近代以来地域に大きな影響力をもった旧村役人・地主層の協力
を仰いだものと思われる。
彼ら旧名主・村役人等は、京王線の国分寺までの延伸と甲武鉄道との接続を見越して、京王
電気軌道を有望な投資先と考えていた。物流など鉄道による地域への「利益」に深く関わって
行く姿勢を見せている鋤)。しかしながら、京王の国分寺への延伸は計画のみで終わり、甲武鉄
道との接続は八王子までの延伸をまつしかなかった。
おわりに
地域社会の近代化の象徴として電力供給と鉄道敷設を考える時、鉄道会社などのビジネス・
グ
アーカイブズの存在を抜きには語れない31)。ただし、現状では鉄道各社に記録史料の一般への
26）註24に同じ。
27）同上。
28）「京王電気軌道株式会社軌條敷設二対スル沿道住民陳情書」（東京都公文書館蔵）
29）小柳実家文書（東京都国分寺市ふるさと文化財課管理）
30）甲武鉄道の国分寺駅（字停車場）は新たに開かれた場所にあり、駅周辺の土地の多くも彼らの所
有であった。また、先の小柳家では国分寺駅の尿尿管理に関わり対価を得ている。
3,）もちろん許認可事業である鉄道、電力事業であるので、東京都公文書館にも多くの京王関係史料
が架蔵されている。
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公開を求めることは難しく、限定的な公開ではあるが「社史」を地域を知るための史料として
することが求められる。
以下、企業とアーカイブ、企業と地域との関係、社史の活用などについてまとめておきたい。
①企業がアーカイブズを残すことの意義は、経営に資することが第一義である。一方、これ
までみてきたように訴訟や商権侵害などから企業活動を守るためにも重要である。近年では企
業活動に対して厳しい指弾が行われる事も多く、こうした事態や惹起した事故などに対応して
説明責任を果たすためにも、アーカイブズを自らの手で構築する必要がある。ビジネス・アー
カイブズに限ったことではないが、説明責任を果たす上でアーカイプズの持つ重要性はこれま
でになく高まっている。社会的存在としての企業が、社会的な責任を果たすためにもビジネ
ス．アーカイブズが求められるが、そのためにも経営層や株主はじめ社内にも積極的にアーカ
イブズの必要性を説いていく必要があろう。
②企業も地域社会の一員であり、濃淡はあるが企業活動は何らかの形で地域に影響をおよぼ
している。地場産業の場合は、経済だけでなく地域社会に多くの影響をあたえており、「企業
城下町」などと呼ばれる地域ではなおさらである。しかし、こうした企業が必ずしもアーカイ
ブズの公開に積極的であるとは限らない。そうした場合、社史に書かれた事象から、当該地域
との関わりを明らかにすることも可能であろう。
企業の営業所や工場などとは無縁の地域に関する情報も社史には含まれている。先に紹介し
た株式会社虎屋の場合、希少な原材料である白小豆確保のため、群馬虎屋農場を設立して農家
と白小豆の契約栽培を行っているが、当該地域における白小豆生産の実情などの情報も社史に
含まれている（『虎屋の五世紀～伝統と革新の経営～』通史編、226頁以降)。
これは葛、寒天、和三盆糖といった伝統的な和菓子原材料も同様である。それぞれの生産地
を研究する人々が、社史を資料として活用することも可能である。また個々の原材料について
研究する場合にも、和菓子製造販売会社の社史を網羅的に検討することによって、それぞれの
原材料の利用状況も明らかに出来よう｡
③こうした課題を果たして行くためにも、社史を編集・刊行する側は、自社誉め、経営者誉
めに陥ることなく、なるべく広い視野で社史を作る必要があろう○社史は「経営史」的な叙述
を第一に考えるべきではあるが、社会史的、経済史などの分野への目配りがあれば、資料的な
利便性は確実にあがると思われる。
ややもすると社史の利用は経営史的な研究に偏しているきらいがある○その状況に対して地
域研究や関連業界からの利用の増加は、社史の新しい姿が生まれる可能性を生むことになり、
社史の社会的な価値を高めることにもつながる。
「地域」や「産業」をはじめ多くの情報が内包された社史の幅広い利用を期待したい。
謝辞本稿を作成するにあたって日本経営史研究所には社史の閲覧、国分寺市ふるさと文化財
巾
課には市域内史料の閲覧について、それぞれご高配を賜わった。あらためて感謝申し上げます。
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